
第３期特定健康診査等実施計画

酒フーズ健康保険組合



本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関す

る基本的な事項、特定健康診査及び特定保健指導の実施及びその成果に係る目標に

関する基本的な事項を定めるものであり、法第１９条により第３期からは６年ごとに、

1

６年一期として特定健康診査等実施計画を定めることとする。

医療費の伸びの抑制にも資することから、生活習慣病を中心とした疾病予防を重視す

ることとし、医療保険者による健診及び保健指導の充実を図る観点から、高齢者の医

療の確保に関する法律に基づいて、保険者は、被保険者及び被扶養者に対し、糖尿

病等の生活習慣病に関する健康診査(特定健康診査)及び健康診査の結果により健康

の保持に努める必要がある者に対する保健指導(特定保健指導)を実施することとされ

た。

　背　景　及　び　趣　旨

我が国は、国民皆保険のもと、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度を

実現し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。しかしながら、急速

な少子高齢化、経済の低成長への移行、国民生活や意識の変化など、大きな環境変化

に直面しており、国民皆保険を堅持し、医療制度を将来にわたり持続可能なものとして

いくためには、その構造改革が急務となっている。

このような状況に対応するため、国民誰しもの願いである健康と長寿を確保しつつ、



事業所巡回の保健指導者数は、 ６，４４６名 （特定保健指導１，２４５名含）
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非常勤医師３名(事務職を除く)

・ 契約している医療機関は、全国で約２００医療機関

・ ２８年度の実績数は、人間ドック７，１２０名 (センタードック８５８名・補助金１,８５９名含)

生活習慣病予防健診は、 ４２，９０５名 (婦人科健診８，９５９名・補助金６，０８９名含)

当健保組合の健康管理センターでは、人間ドック・二次検査及び保健師・管理栄養士に

よる事業所訪問等による保健指導を行っている。

・ 健康管理センター所在地は、酒フーズ健康保険組合と同じ。

・ 職員は、医師・保健師・看護師・管理栄養士・Ｘ線技師等で常勤で８名

・ 被扶養者数　３７，８８９名 ( 男１２，７２３名 ・ 女２５，１６６名 )　 　扶養率 ０．７４

・ ４０歳以上の被保険者数　２８，４３５名 ( 男２０，４８３名 ・ 女７，９５２名 )

・ ４０歳以上の被扶養者数　９，７２１名 ( 男  １６２名  ・ 女９，５５９名 )

　なお、平成３０年度予算基礎数値は、次のとおりである。

・ 被保険者数  ５１，４５０名  ( 男 ３５，２１２名  ・ 女 １６，２３８名 )

・ 事業所数   　４８１  ( １事業所当り被保険者数 １０７名 )

・ 平均年齢　  ４１．５歳  ( 男 ４２．２歳 ・ 女 ３９．６歳 )

(４) 組合の設立事業所との間で、証券取引法の規定に基づき定められている財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する「親会社」・「子会社」又

は「関連会社」と同様な関係にある事業所

　加入者の被保険者及び被扶養者は、東京・神奈川・埼玉・千葉を中心に全国４７都道府県に

点在している。

保険組合である。

(１) 酒類・醤油の卸売及び製造を業とする事業所

(２) 調味料・食用油脂及び嗜好飲料・清涼飲料の製造卸売を業とする事業所

(３) (１)又は(２)の関連容器具の回収、販売を業とする事業所

酒フーズ健康保険組合の現状

 　当健康保険組合は、全国に所在する次の各号に掲げる業種の事業所が加入している健康



 　当健保組合が主体となって特定健診を行いそのデータを管理する。　

3. 事業者等が行う健康診断及び保健指導との関係

 　従来とおり、当健保組合が主体となって行う。 (委託を含む)

 　事業者が健診を実施した場合は、当健保組合はそのデータを事業者から受領する。
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また、特定保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して体の変化に気づき、

自らの生活習慣を改善するための行動目標を設定するとともに、自らが実践できる

よう支援し、それにより健康に関する自己管理ができ対象者が健康的な生活を維持

できるよう支援することである。

2. 特定健康診査等の実施に係る留意事項

断基準を示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防

可能であり、発症した後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防す

ることが可能であるという考え方を基本としている。

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重

増加等が様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診

者にとって生活習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。

特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項

1. 特定健康診査等の基本的考え方

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診



％

32,397 人

6,100 人

 　３０．０％とする。

 　この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率(目標)を以下のように定める。

目標実施率　(被保険者＋被扶養者)

6,000 人

種別ごとの目標３５年度

93.0 ％

61.7

 　平成３５年度において、平成２０年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者及び

予備群の減少率を２５％とする。(全国目標のみ)
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1,260 人

 　東京及び近隣地域については原則当組合の健康管理センターで行う。

 　その他遠隔地の者については保健指導を委託する。

3. 特定健康診査等の実施の成果に係る目標

1,830 人

％

実施者数 616 人 741 人 812 人 1,003 人

％ 17.0 ％ 21.0 ％ 30.030.0 ％実施率 11.0 ％ 13.0 ％ 14.0

特定保健指導対象者数 5,600 人 5,700 人 5,800
(　推　　計　)

30,642 人 31,172 人

人 5,900 人

31,702 人

項目

４０歳以上対象者数 29,582 人 30,112 人

年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度

85.0 ％79.0 ％

2. 特定保健指導の実施に係る目標（全国目標４５．０％）

 　平成３５年度における特定保健指導の実施率は、保険者種別ごとの目標に設定し

％ 80.4 ％ 81.8 85.0％ 83.2

52.0 ％ 56.0 ％

％被保険者＋被扶養者 77.6 ％

％ 92.5 ％

被扶養者 40.0 ％ 44.0 ％ 48.0 ％

年度 ３０年度 ３１年度項目

被保険者 90.5 ％ 91.0 ％

目標達成

1. 特定健康診査の実施に係る目標（全国目標７０．０％）

91.5 ％ 92.0

 　平成３５年度における特定健康診査の実施率は、保険者種別ごとの目標に設定し

 　８５．０％とする。

 　この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率(目標)を以下のように定める。

目標実施率

３２年度 ３３年度 ３４年度

Ⅰ

種別ごとの目標３５年度



目標実施者数

４０歳以上対象者

目標実施率

目標実施者数

４０歳以上対象者

目標実施率

目標実施者数

目標実施率
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31,702 32,397 人人 31,172 人 人29,582 人 30,112 人 30,642

38,100 人 38,100 人

80.4 ％ 81.8 ％

３３年度

77.6 ％ 79.0 ％

38,100 人 38,100 人

被保険者＋被扶養者

3,880 人

38,100４０歳以上対象者

３０年度 ３１年度 ３２年度

人

4,268 人 5,044 人 5,432 人

％ 56.0 ％

人 4,656

48.0 ％ 52.0

9,700 人 人 9,7009,700 9,700 人

３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

人

40.0 ％ 44.0 ％

9,700 人

人 26,128 人 26,270 人

被扶養者

25,702 人 25,844 人 25,986

91.5 ％ 92.0 ％ 92.5 ％

人 28,400 人 28,400 人

90.5 ％ 91.0 ％

28,400 人 28,400 人 28,400

① 特定健康診査

被保険者 (平成３０年度予算数値)

３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

28,400

Ⅱ 特定健康診査等の対象者数

1. 対象者数

61.7

人

％

26,412 人

9,700 人

85.083.2

３５年度

人

％

３４年度

38,100

％

5,985

３５年度３４年度

３５年度３４年度

％

人

93.0



 　実施時期は、通年とする。
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1. 実施場所

者に委託する。

2. 実施項目

実施項目は、「厚生労働省より示された標準的な健診・保健指導プログラム」に記載

管理センター内又は巡回により行う。

特定保健指導は、近隣の被保険者及び被扶養者が集中している地区については、健康

 　特定健診は、契約医療機関等及び委託している健診機関による巡回健診により行う。

人 1,260 人

Ⅲ 特定健康診査等の実施方法

実施者数 616 人 741 人 812

14.0 ％ 17.0

人 1,003

21.0 ％

人 5,900 人 6,000 人保健指導対象者計 5,600 人 5,700 人

％

5,800

504 人 621 人

実施率 11.0 ％ 13.0 ％

実施者数 人

％ 17.0 ％ 21.0 ％

777385 人 462 人

実施率 11.0 ％ 13.0 ％ 14.0

3,600 人 3,650 人

308人

人

人 383 人 483 人

3,700積極的支援対象者 3,500 人 3,550 人

実施率

実施者数 231 人 280

％

人 2,250 人 2,300 人

21.0％ 17.0 ％

31,172人29,582 人 30,112 人

2,200

目標実施者数

11.0 ％ 13.0 ％ 14.0

３１年度 ３２年度

人 31,702 人

動機付け支援対象者 2,100 人 2,150 人

30,642

② 特定保健指導の対象者数

被保険者＋被扶養者

３０年度 ３３年度

32,397 人

2,350 人

30.0 ％

705 人

3,750 人

30.0 ％

1,830 人

1,125 人

6,100 人

30.0 ％

遠隔地の被保険者及び被扶養者の特定保健指導については、保健指導を行える事業

されている健診項目とする。

 　なお、被保険者の健診項目については、当組合独自の健診項目を追加する。

3. 実施時期

３５年度３４年度



含め５年とする。
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   周知は、当健保組合機関紙等に掲載するとともにホームページに掲載して行う。

7. 健診データの受領方法

健診のデータは、契約健診機関から直接もしくは代行機関を通じ電子データで受領し、

当組合で保管する。また、特定保健指導について外部委託先機関実施分についても

同様に電子データで受領するものとする。なお、保管年数は当健保組合が実施した分も

する。

(当組合契約医療機関以外で健診を実施した場合は、領収書、健診結果を提出した

6. 周知・案内方法

うえで、当組合の規定に基づき補助金を受けることができます。）

する。また、健保連並びに東振協を通じて健診機関の全国組織との集合契約を結び、全

国で保健指導の利用が可能となるよう措置する。

5. 特定健診の受診方法

原則、被保険者の特定健診は、契約医療機関等及び委託している健診機関の巡回に

当該被扶養者は、受診券を健診機関等に被保険者証とともに提出して特定健診を受診

より実施する。

被扶養者については、集合契約している健診機関から選択し、受診する。その場合の

受診券を当組合より対象者に送付する。

被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合等など受診が困難である場合は、健保連並

びに(財)東京都総合組合保健施設振興協会(東振協)契約健診機関等を通じて健診機関

の全国組織との集合契約を結び、全国での受診が可能となるよう措置する。

② 特定保健指導

被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合等など受診が困難である場合は、厚生労

働省より示された標準的な健診・保健指導プログラムの考え方に基づきアウトソーシング

4. 委託の有無

① 特定健診



また、平成３２年に３年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合その他必要があ

る場合には随時見直すこととする。

に漏らしてはならない。

当健保組合のデータ管理者は、常務理事(事務長)とする。またデータの利用者は当組

合健康管理センターの職員に限る。

　 外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。

Ⅶ その他

当健保組合に所属する保健師・管理栄養士・看護師については、特定健診・特定保健

指導等の実践養成のための研修に随時参加させる。

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し

当計画については、毎年、組合会・理事会及び健康管理事業推進委員会において

見直しを検討する。

ところについては、当組合自ら実施するものとする。それ以外の被保険者・被扶養者につい

Ⅴ 特定健康診査等実施計画の公表・周知

Ⅳ 個人情報の保護

   当健保組合は、酒フーズ健康保険組合個人情報保護関連規程を遵守する。

当健保組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部

8. 特定保健指導対象者の選出及び実施方法

特定保健指導対象者の選出については、４０歳代５０歳代を優先して選出する。

特定保健指導の被保険者の実施については、事業所が実施に理解と協力えを得られる
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掲載する。

本計画の周知は、各事業所にパンフレットを送付するとともに機関紙やホームページに

ては希望する者を事業者に委託し実施する。


